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神奈川県障害福祉サービス事業所等就労実態調査結果 概要版 

 

１ 調査の目的 

   障害福祉サービス事業所及び相談支援（以下「障害福祉サービス事業所等」という。）における定

着状況などの就労実態や、職場環境の整備、人材採用・育成・定着の取組を把握し、分析することで、

障害福祉分野での人材確保策における実効性のある新たな施策の企画立案の基礎資料とする。 

 

２ 調査対象 

   神奈川県内で障害福祉サービス等を実施している法人 2,000事業所 

   ※前回は令和６年度に実施 

 

３ 調査期間 

   令和７年 12月５日から令和７年 12月 26日 

 

４ 調査方法 

   調査依頼文及び調査票の郵送により配布し、郵送または WEBアンケートにて回収 

 

５ 回収状況 

配布数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率 

2,000 部 1,111 部 55.6％ 
1,071 部 

（40 事業者は「休止・廃止」と回答） 
53.6％ 

 

６ 調査結果の概要 

＜人手不足の状況＞ 

・ 人手不足を感じている事業所の割合は全体として 73.5%（前回 57.7%）となり、前回調査と比較

して 15.8 ポイント増加した。また、最も人手不足を感じている割合が高いサービス種別は「訪

問系」であり、89.3%（前回 76.4%）となった。 

・ 運営上の課題として「人材の確保が難しい」が 58.6%で最も高い結果となっており、人材確保の

困難さが明らかになった。 

 ＜定着率の課題＞ 

・ 離職率は改善したが、職員の定着率に課題を感じている事業所は 53.9%となった。 

・ 職員の定着率促進を図るための取組については、多様な働き方に対応した労働条件の改善に係る 

取組が特に効果を上げていた。 

 ＜人材確保の方法と効果＞ 

・ ハローワークの活用が多い一方で、職員や知人の紹介といった人的ネットワークによる人材確保

が、その後の職員の定着率向上に高い効果を示した。 

 ＜外国人労働者の雇用状況＞ 

・ 外国人労働者の雇用は 6.1%（前回 6.7%）であり、前回調査と比較して 0.6 ポイント減少した。

雇用していない事業所では「雇用する必要がない」と考える割合が 38.8%（前回 29.0%）であり、

前回調査と比較して 8.9ポイント増加した。 

 ＜介護ロボット・ICT機器等の導入効果＞ 

・ 介護福祉機器や介護ロボットを導入していない割合は 86.8%（前回 90.0%）となった。また、ICT

機器等を導入していない割合は 20.3%（前回 18.8%）となった。 

・ 介護ロボットや ICT機器等を導入している事業所では、導入していない事業所が想定する効果よ

りも高い効果を実感していた。 
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７ 調査結果の抜粋 

＜人手不足の状況＞ 

○ 職員の過不足の状況（問７） 

   「大いに不足」「不足」「やや不足」のいずれかを選択した割合については、全体では 73.5％（前

回 57.7%）となり、15.8ポイント増加した。サービス種別にみると、「訪問系」が最も高く、89.3％

（前回 76.4%）となった。 

   「適当」を選択した割合については、全体では 26.0%（前回 41.4%）となり、15.4ポイント減少し

た。 

 

○ 障害福祉サービス等の事業を運営する上での問題点（問 10） 

   「人材の確保が難しい」が 58.5％で最も高く、次いで「書類作成が煩雑で時間に追われている」が

36.0％、「人材確保・定着のために十分な賃金を払えない」が 30.0％と続いている。 

 

30.0%

14.8%

58.5%

26.6%

20.9%

10.1%

6.3%

21.7%

6.3%

6.3%

5.3%

36.0%

3.8%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材確保・定着のために十分な賃金を払えない(n=321)

職員の希望に沿った柔軟な勤務体制など、労働条件の改善ができない

(n=159)

人材の確保が難しい(n=627)

新規利用者の確保が難しい(n=285)

職員の業務に関する知識や技術が不足している(n=224)

職員の業務に臨む意欲や姿勢に問題がある(n=108)

管理者の指導・管理能力が不足している(n=68)

教育・研修の時間が十分にとれない(n=232)

職員間のコミュニケーションが不足している(n=67)

経営理念や支援方針の共有など、経営者・管理者と職員のコミュニケー

ションが不足している(n=67)

利用者や利用者家族の理解が不足している(n=57)

書類作成が煩雑で時間に追われている(n=386)

その他(n=41)

特に問題はない(n=40)

大いに不足 不足 やや不足　 適当 過剰

訪問系 33.9% 32.9% 22.5% 89.3% 10.4% 0.3%

施設系 12.8% 29.5% 30.8% 73.1% 25.6% 1.3%

居住支援系 10.9% 33.3% 23.6% 67.8% 32.1% 0.0%

日中活動系 11.0% 24.2% 28.4% 63.6% 35.2% 1.3%

訓練・就労系 3.0% 14.6% 31.0% 48.6% 49.6% 1.9%

相談支援 10.8% 22.2% 22.2% 55.2% 44.8% 0.0%

サービス管理責任者等 4.5% 9.3% 16.4% 30.2% 69.8% 0.0%

その他 3.6% 14.5% 18.2% 36.3% 63.6% 0.0%

全体 16.7% 27.4% 29.4% 73.5% 26.0% 0.5%

全体（前回調査） 13.8% 21.1% 22.8% 57.7% 41.4% 0.9%

不足感あり

(①＋②＋③)

15.8増加 15.4減少

n=1,071 
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＜定着率の課題＞ 

○ 障害福祉サービス等に従事する職員数（問６） 

   前回調査と比較して、職員の人数、採用者数及び離職者数のすべての項目が減少している。 

離職率は 11.3%（前回 18.5%）であり、7.2ポイント減少した。 

 

※採用率＝採用者数÷2024(2023）年４月１日時点職員数、離職率＝離職者数÷2024(2023)年４月１日時点職員数 

 

○ 職員の定着率（問９） 

   「定着率は低くないし、困っていない」が 41.4％、「定着率は低くないが、困っている（もっと定着

率を上げたい）」が 41.4％で最も高く、「定着率が低く困っている」が 12.5％となっている。職員の定

着に関して課題となっている事業所が全体の 53.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.5% 3.6% 41.4% 41.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定着率が低く困っている(n=134)

定着率は低いが困っていない(n=39)

定着率は低くないが、困っている（もっと定着率を上げたい）(n=443)

定着率は低くないし、困っていない(n=443)

n=1,071

「困っている」合計：53.9% 
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○ 職員の早期離職防止や定着促進を図るための取組のうち特に効果があったもの（問 23②） 

   「残業を少なくする、有給休暇を取りやすくする等の労働条件の改善に取り組んでいる」が 40.2％（前

回 30.0%）で最も高く、次いで「本人の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件の改善に取組んでい

る」が 38.8％（前回 32.4%）、「職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている（定期的な

ミーティング、意見交換会、事例検討会等）」が 29.7％（前回 22.7%）となっている。 

 

  

40.2%

38.8%

22.4%

7.8%

9.0%

14.1%

1.9%

7.1%

7.6%

5.6%

6.8%

14.6%

13.2%

12.2%

29.7%

5.3%

5.7%

9.3%

2.3%

4.6%

2.5%

0.4%

30.0%

32.4%

17.1%

8.0%

6.4%

10.3%

1.5%

6.1%

5.0%

4.9%

5.6%

10.8%

7.0%

9.2%

22.7%

3.9%

4.8%

4.8%

2.0%

2.9%

1.2%

0.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

残業を少なくする、有給休暇を取りやすくする等の労働条件の改善に

取り組んでいる

本人の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件の改善に取組んで

いる

賃金水準を向上させている

適切な目標設定をした上で、能力や仕事ぶりを評価し、賃金等の処遇

に反映している

能力や仕事ぶり、それに対する評価について、管理職から職員に説明

する機会を設けている

実務の中で、上司や先輩から指導や助言を受ける機会を設定してい

る

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

キャリアパスを明示している（例：資格の取得、経験値、業務実績に応

じた役割や昇進等についての決まり等）

新人の指導担当者を置いている

能力開発を充実させている（社内研修実施、社外講習等の受講・支援

等）

仕事の希望や本人の能力・適正を考慮して職場に配置している

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタルヘルス対策を

含む）

定期的な健康診断の実施や、健康対策や健康管理

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている（定期的な

ミーティング、意見交換会、事例検討会等）

職場での仕事の進め方を明示している（業務マニュアル等の整備）

経営者・管理者と職員が経営方針、支援方針を共有する機会を設け

ている

業務改善や効率化等による働きやすい職場作りに力を入れている

福祉機器や介護ロボット、ICT等の導入による働きやすい職場作りに

力を入れている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている（カラオケ、ボウリン

グなどの同好会、親睦会などの実施を含む）

他法人との連携、交流

その他

今回調査（n=1,020） 前回調査（n=1,052）
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＜人材確保の方法と効果＞ 

○ 職員の採用・確保に係る取組として実施しているもの（問 17①） 

   「ハローワークを活用している」が 59.2％で最も高く、次いで「自事業所についてホームページやブ

ログを介して発信している」が 42.8％、「民間の求人サイト等に広告を出している」が 38.7％となって

いる。 

 
 ※定着率別 

 

定着率が低く困って
いる

定着率は低いが
困っていない

定着率は低くないが
困っている（もっと定
着率を上げたい）

定着率は低くない
し、困っていない

無回答

ハローワークを活用している 22.5% 27.3% 22.8% 22.5% 20.0%

福祉人材センターを活用している 1.6% 6.1% 2.5% 2.0% 0.0%

求人内容を工夫している 10.9% 18.2% 11.5% 7.6% 20.0%

職員や知人と連絡を密にとり、人材についての情報提供を受けている 10.9% 24.2% 17.9% 29.4% 20.0%

自事業所についてホームページやブログを介して発信している 7.0% 6.1% 14.7% 10.9% 0.0%

自事業所についてSNS(Instagram、Facebook、Xなど)や動画投稿サイト
(Youtube、TikTokなど)を介して発信している

3.9% 9.1% 5.1% 3.5% 0.0%

資格や支援経験の有無を条件にしていない 14.7% 18.2% 12.9% 16.7% 0.0%

福祉系の教育機関出身者を条件にしていない 6.2% 6.1% 6.7% 8.1% 0.0%

新規学卒者を定期的に採用している 0.8% 0.0% 1.8% 2.8% 0.0%

近隣の事業所と連携し、採用に関しての情報交換をしている 0.8% 9.1% 1.8% 1.5% 0.0%

福祉系教育移管への働きかけを積極的に行っている 1.6% 0.0% 2.1% 3.0% 0.0%

採用説明会や職場体験を実施している 7.0% 3.0% 5.7% 5.3% 20.0%

内定後のフォローをしっかり行っている 5.4% 6.1% 5.7% 6.6% 20.0%

人材紹介会社を通じた人材派遣を受けている 17.8% 21.2% 18.9% 12.9% 20.0%

人材派遣会社を通じた人材派遣を受けている 8.5% 0.0% 2.5% 2.5% 0.0%

民間の求人サイト等に公告を出している 20.2% 30.3% 20.5% 21.0% 0.0%

同業の他事業者よりも賃金を高めに設定している 4.7% 9.1% 5.1% 4.1% 0.0%

その他 1.6% 3.0% 3.2% 1.8% 0.0%

59.2%

15.4%

28.4%

32.2%

42.8%

14.3%

37.2%

36.8%

7.6%

6.4%

8.5%

17.1%

19.1%

4.3%

27.1%

6.9%

38.7%

10.3%

3.6%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ハローワークを活用している(n=634)

福祉人材センターを活用している(n=165)

求人内容を工夫している(n=304)

職員や知人と連絡を密にとり、人材についての情報提供を受けている

(n=345)

自事業所についてホームページやブログを介して発信している(n=458)

自事業所についてＳＮＳ（Instagram、Facebook、X（旧Twitter）など）や

動画投稿サイト（YouTube、TikTokなど）を介して発信している(n=153)

資格や支援経験の有無を条件にしていない(n=398)

福祉系の教育機関出身者を条件にしていない(n=394)

新規学卒者を定期的に採用している(n=81)

近隣の事業所と連携し、採用に関しての情報交換をしている(n=69)

福祉系教育機関への働きかけを積極的に行っている(n=91)

採用説明会や職場体験を実施している(n=183)

内定後のフォローをしっかり行っている(n=205)

子育て支援を行っている（子供預かり所を設ける、保育費用支援等）

(n=46)

人材紹介会社を通じた採用を行っている(n=290)

人材派遣会社を通じた人材の派遣を受けている(n=74)

民間の求人サイト等に広告を出している(n=415)

同業の他事業者よりも賃金を高めに設定している(n=110)

その他(n=39)

特に行っていない(n=68)

n=1,071
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＜外国人労働者の雇用状況＞ 

○ 外国人労働者の雇用状況（問 20-1） 

   「雇用している」の割合は 6.1%（前回 6.7%）となった。 

 

 

○ 雇用していない事業所の方針（問 20-2） 

   「雇用する必要はない」の割合は 38.8%（前回 29.0%）となった。 

 

 

＜介護ロボット・ICT 機器等の導入効果＞ 

○ 介護福祉機器・介護ロボットの導入（問 12） 

   「上記のいずれも導入していない」の割合は 86.8%（前回 90.0%）となった。 

 

  

6.1%

6.7%

93.5%

91.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査(n=1,071)

前回調査(n=1,094)

はい いいえ

15.2%

19.6%

43.9%

39.0%

38.8%

29.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査（n=1,001）

前回調査（n=1,005）

今後、雇用したいと考えている

雇用したいと考えているが、コミュニケーション等に不安があり雇用は難しい

雇用する必要はない

10.6%

9.4%

2.9%

1.3%

86.8%

90.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査(n=1,071)

前回調査(n=1,094)

介護福祉機器（移動用リフトや自動車用車いすリフトなど）

介護ロボット（移乗介助、移動支援、排せつ支援、入浴支援、見守り・コミュニケーションなど）

上記のいずれも導入していない

雇用している 雇用していない 

9.8増加 
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○ ICT機器等の導入方法（問 13） 

   「いずれも行っていない」の割合は 20.3%（前回 18.8%）となった。 

 

 

○ 各種介護ロボット・ICT 機器等のうち、導入しているものの効果（問 14） 

介護福祉機器・介護ロボット、ICT機器を実際に導入している事業所の方が、導入していない事

業所の想定よりも、「効果がある」と「やや効果がある」のいずれかを選択した割合が高くなって

おり、効果を実感している。 

 

【昼間の業務負担の軽減】 

  ■介護福祉機器・介護ロボット導入の有無別 

 

  ■ICT機器等導入の有無別 

 

36.1%

24.7%

27.5%

59.2%

17.9%

8.2%

5.9%

2.5%

20.3%

32.0%

26.4%

26.4%

59.0%

16.2%

7.7%

6.6%

2.7%

18.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

支援記録から給付費等の請求までシステムで一括管理している

給与計算、シフト管理、勤怠管理を一元化したシステムを利用している

グループウェア等のシステムで事業所内の報告・連絡・相談を行っている

パソコンで利用者情報（支援プラン、支援記録等）を共有している

タブレット端末等で利用者情報（支援プラン、支援記録等）を共有している

情報共有システムを用いて他事業者と連携している

他の事業所とデータ連携により支援プランやサービス提供票等をやり取り

するためのシステムを利用している

その他

いずれも行っていない

今回調査
(n=1,071)

前回調査
(n=1,094)

35.9%

18.0%

36.7%

31.7%

15.6%

13.8%

0.8%

2.7%

7.8%

28.1%

3.1%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入あり(n=128)

導入なし(n=930)

効果がある やや効果がある 特に変化はない かえってマイナス わからない 無回答

効果を感じている割合が22.9ポイント高い

n=1,071

23.4%

8.3%

36.7%

16.1%

15.0%

9.2%

3.0%

0.5%

17.9%

54.8%

4.0%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入あり(n=842)

導入なし(n=217)

効果がある やや効果がある 特に変化はない かえってマイナス わからない 無回答

※未導入事業所の想定
効果を感じている割合が35.7ポイント高い

n=1,071

※未導入事業所の想定 


